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水道事業ガイドラインに基づく業務指標について

新発田市水道局

◆水道事業ガイドラインとは、平成17年1月に日本水道協会が策定した水道サービス（事業）に関する国内規格（平成28年3月に改訂がありました。）です。

水道事業体のプロフィール（2項
目）

　【CI １】給水人口規模　、　【CI 2】全職員数

システムのプロフィール（4項目）
　【CI ３】水源種別　、　【CI ４】浄水受水率　、　【CI ５】給水人口1万人当たりの浄水場数、
　【CI ６】給水人口1万人当たりの施設数

地域条件のプロフィール（3項目） 　【CI ７】有収水量密度　、　【CI ８】水道メーター密度、　【CI ９】単位管延長

A１　水質管理
（９項目）

A2　施設管理
（５項目）

A3　事故災害対策
（２項目）

A4　施設更新（１項目）

B１　施設管理
（１７項目）

B2　事故災害対策
（１１項目）

B３　環境対策
（６項目）

B４　施設管理
（２項目）

B5　施設更新
（５項目）

B6　事故災害対策
（１６項目）

C1　経営健全（２７項目）

C2　人材育成（７項目） C3　業務委託（２項目）

C4　情報提供（３項目） C５　意見収集（６項目）

◆「安全で良質な水」、「安定した水の供給」、「健全な事業運営」の3つの目標に対して119項目の事業指標（PI)から構成され、水道事業の状態を客観的なデータに基
づき数値化するものです。

◆業務指標の算出結果は、水道事業の規模や地域の特性が大きく影響するため、水道事業の背景情報（CI)についても把握した上で、指標の評価を行います。

◆新発田市水道局では、全国共通のこの指標を公表することで事業経営の透明性を確保し、指標を分析することで効果的な経営につなげていきます。

背景情報（CI)の構成
（9項目）

目標A
安全で良質な水
（１７項目）

目標Ｂ
安定した
水の供給

（５７項目）

目標Ｃ
健全な

事業経営
（４５項目）

業務指標（PI)の構成
（１１９項目）



背景情報（CI)一覧表

番号

CI １

CI ２

CI ３

CI ４

CI ５

CI ６

CI ７

CI ８

CI ９

分類 指標名 定義 令和2年度 令和３年度 令和４年度 単位

給水人口規模 給水人口 90,289 89,741 88,719 （人）

全職員数 全職員数 30 29 30 （人）

水源種別 水源種別
表流水・浄水受水
　　浅井戸・深井戸

表流水・浄水受水
　　浅井戸・深井戸

表流水・浄水受水
　　浅井戸・深井戸

-

浄水受水率 浄水受水量／年間配水量 32.8 32.8 32.7 （％）

給水人口1万人当たりの
浄水場数

浄水場数／（現在給水人口/10,000人） 0.89 0.89 0.90 （箇所/10,000人）

給水人口1万人当たりの
施設数

（浄水場数＋送配水施設数）／
（現在給水人口/10,000人）

3.77 3.79 3.83 （箇所/10,000人）

有収水量密度 有収水量／計画給水区域面積 0.54 0.53 0.53 （1,000m3/ha）

水道メーター密度 水道メーター数／配水管延長 53.8 53.8 54.0 （個/km）

単位管延長 導送配水管延長／現在給水人口 9.03 9.17 9.29 （m/人）

水道事業の
プロフィール

システムの
プロフィール

地域条件の
プロフィール



業務指標（PI）一覧表

分類 区分 番号

Ａ１０１

Ａ１０２

Ａ１０３

Ａ１０４

Ａ１０５

Ａ１０６

Ａ１０７

Ａ１０８

Ａ１０９

Ａ２０１

Ａ２０２

Ａ２０３

Ａ２０４

Ａ２０５

Ａ３０１

Ａ３０２

施設整備 施設更新 Ａ４０１

目標Ａ　　安全で良質な水に関する指標
指標名 定義 令和2年度 令和３年度 令和４年度 単位

平均残留塩素濃度 残留塩素濃度　／全測定回数 0.37 0.37 0.38 （mg/L）

最大カビ臭物質濃度
水質基準比率

（最大カビ臭物質濃度／水質基準）×100 0 0 0 （％）

総トリハロメタン濃度
水質基準比率

⁄(Σ給水栓の総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ濃度 給水栓数)
⁄水質基準値× 100

17 20 16 （％）

有機物（TOC）濃度
水質基準比率

⁄(Σ給水栓の有機物（TOC）濃度 給水栓数)
⁄  水質基準値× 100

13.3 13.3 13.3 （％）

重金属濃度
水質基準比率

⁄(Σ給水栓の当該重金属濃度 給水栓数)
⁄ 水質基準値× 100

10 10 10 （％）

無機物質濃度
水質基準比率

⁄(Σ給水栓の当該無機物質濃度 給水栓数)
⁄ 水質基準値× 100

6.7 6.7 7.3 （％）

有機化学物質濃度
水質基準比率

⁄(Σ給水栓の当該有機化学物質濃度 
⁄給水栓数)  水質基準値× 100

0 0 0 （％）

消毒副生成物濃度
水質基準比率

⁄(Σ給水栓の当該消毒副生成物濃度 
⁄給水栓数)  水質基準値× 100

23.3 33.3 16.7 （％）

農薬濃度水質管理
目標比

⁄ Σ(Xij  GVj )　　
　 Ｘij ：各定期検査時の農薬濃度
 　GVj ：各農薬の目標値　
　　ｉ：定期検査実施回数　ｊ：農薬の種類

- - - -

原水水質監視度 原水水質監視項目数 71 71 71 （項目）

給水栓水質検査（毎
日）箇所密度

(給水栓水質検査（毎日）採水箇所数/
現在給水面積)×100

6.8 6.8 7.8 
（箇所/100 

km2）

配水池清掃実施率
(5年間に清掃した配水池有効容量 /　　　　
 配水池有効容量) × 100

61.0 65.8 64.2 （％）

直結給水率 (直結給水件数/給水件数)×100 99.2 99.3 99.1 （％）

貯水槽水道指導率
(貯水槽水道指導件数 / 貯水槽水道数)
 × 100

0 0 0 （％）

水源の水質事故件数 年間水源水質事故件数 0 0 0 （件）

粉末活性炭処理比率
(粉末活性炭年間処理水量/年間浄水量)
×100

86.0 76.2 80.3 （％）

鉛製給水管率 (鉛製給水管使用件数/給水件数)×100 0 0 0 （％）

施設更新

事故
災害対策

運営管理

水質管理



分類 区分 番号

Ｂ１０１

Ｂ１０２

Ｂ１０３

Ｂ１０４

Ｂ１０５

Ｂ１０６

Ｂ１０７

Ｂ１０８

Ｂ１０９

Ｂ１１０

Ｂ１１１

Ｂ１１２

Ｂ１１３

Ｂ１１４

Ｂ１１５

Ｂ１１６

運営管理 Ｂ１１７

Ｂ２０１

Ｂ２０２

目標B　　安定した水の供給に関する指標
指標名 定義 令和2年度 令和３年度 令和４年度 単位

自己保有水源率 (自己保有水源水量/全水源水量)×100 66.3 66.3 66.3 （％）

取水量1m3当たり
水源保全投資額

水源保全に投資した費用/年間取水量 0.00 0.00 0.00 （円/m3）

地下水率 (地下水揚水量 / 年間取水量)×100 16.9 18.4 18.6 （％）

施設利用率 (一日平均配水量/施設能力)×100 53.5 52.6 53.0 （％）

最大稼働率 (一日最大配水量/施設能力)×100 63.2 60.6 77.1 （％）

負荷率 (一日平均配水量/一日最大配水量)×100 84.7 86.8 68.7 （％）

配水管延長密度 配水管延長/現在給水面積 4.1 4.2 4.2 （km/km2）

管路点検率 (点検した管路延長 / 管路延長) × 100 2.6 2.6 2.5 （％）

バルブ点検率 (点検したバルブ数 / バルブ設置数) × 100 2.4 1.6 1.5 （％）

漏水率 (年間漏水量 / 年間配水量) × 100 9.2 8.2 9.5 （％）

有効率 (年間有効水量 / 年間配水量) × 100 90.8 91.8 90.5 （％）

有収率 (年間有収水量/年間配水量)×100 85.5 86.6 85.0 （％）

配水池貯留能力 配水池有効容量/一日平均配水量 0.74 0.75 0.77 （日）

給水人口一人当たり
配水量

(一日平均配水量/現在給水人口)×1,000 366 362 369 （L/日･人）

給水制限日数 年間給水制限日数 0 0 0 （日）

給水普及率 (現在給水人口/給水区域内人口)×100 98.7 99.3 99.2 （％）

設備点検実施率
⁄(点検機器数 機械･電気･計装機器の合計数) 

× 100
99.5 99.5 99.5 （％）

浄水場事故割合 10年間の浄水場停止事故件数 / 浄水場数 0 0.1 0.1 
（件/10 年･箇

所）

事故時断水人口率 (事故時断水人口/現在給水人口)×100 64.2 64.2 62.8 （％）

施設管理



Ｂ２０３

Ｂ２０４

Ｂ２０５

Ｂ２０６

Ｂ２０７

Ｂ２０８

Ｂ２０９

Ｂ２１０

Ｂ２１１

Ｂ３０１

Ｂ３０２

Ｂ３０３

Ｂ３０４

Ｂ３０５

Ｂ３０６

Ｂ４０１

Ｂ４０２

Ｂ５０１

Ｂ５０２

Ｂ５０３

給水人口一人当たり
貯留飲料水量

(配水池有効容量×1/2＋緊急貯水槽容量)
×1,000/現在給水人口

137 137 143 （L/人）

管路の事故割合 管路の事故件数 /( 管路延長/100) 3.2 2.9 3.9 （件/100 km）

基幹管路の事故割合 基幹管路の事故件数/(基幹管路延長/100) 0.0 0.0 0.0 （件/100 km）

鉄製管路の事故割合 鉄製管路の事故件数 / (鉄製管路延長/100) 0.0 0.0 0.0 （件/100 km）

非鉄製管路の事故割合
非鉄製管路の事故件数 /(非鉄製管路延長
/100)

4.9 4.4 5.9 （件/100 km）

給水管の事故割合 給水管の事故件数 / (給水件数/ 1,000) 1.8 1.7 1.8 （件/1,000 件）

給水人口一人当たり平
均断水・濁水時間

Σ(断水･濁水時間 × 断水・濁水区域給水人
口) / 現在給水人口

3.13 0.70 0.76 （時間）

災害対策訓練実施回数 年間の災害対策訓練実施回数 3 3 3 （回／年）

消火栓設置密度 消火栓数 / 配水管延長 2.0 2.0 2.0 （基/km）

配水量1m3 当たり
電力消費量

電力使用量の合計 / 年間配水量 0.26 0.27 0.27 （kWh/m3）

配水量1m3 当たり
消費エネルギー

エネルギー消費量 / 年間配水量 0.95 0.96 0.97 （MJ/m3）

配水量1m3 当たり
二酸化炭素（CO2）排出量

[二酸化炭素（CO2）排出量 / 年間配水量] 
× 1,000,000

120 129 124 
（g・

CO2/m3）

再生可能エネルギー
利用率

(再生可能エネルギー設備の電力使用量 / 
全施設の電力使用量) × 100

0 0 0 （％）

浄水発生土の有効利用
率

(有効利用土量 / 浄水発生土量) × 100 100.0 100.0 100.0 （％）

建設副産物の
リサイクル率

(リサイクルされた建設副産物量 / 
建設副産物発生量) × 100

64.8 62.0 67.5 （％）

ダクタイル鋳鉄管・鋼
管率

[(ダクタイル鋳鉄管延長 ＋ 鋼管延長) / 
管路延長] × 100

33.6 33.3 33.2 （％）

管路の新設率 (新設管路延長/管路延長)×100 0.14 0.51 0.02 （％）

法定耐用年数超過
浄水施設率

(法定耐用年数を超えている浄水施設能力/
全浄水施設能力)×100

22.8 22.8 22.8 （％）

法定耐用年数超過
設備率

(法定耐用年数を超えている機械・電気・計
⁄装設備などの合計数機械・電気・計装設備な

どの合計数) × 100
44.0 42.3 44.7 （％）

法定耐用年数超過
管路率

(法定耐用年数を超えている管路延長/
管路延長)×100

17.3 19.9 22.5 （％）

環境対策

施設管理

施設更新

事故
災害対策



Ｂ５０４

Ｂ５０５

Ｂ６０１

Ｂ６０２

Ｂ６０２－２

Ｂ６０３

Ｂ６０４

Ｂ６０５

Ｂ６０６

Ｂ６０６－２

Ｂ６０７

Ｂ６０７－２

Ｂ６０８

Ｂ６０９

Ｂ６１０

Ｂ６１１

Ｂ６１２

Ｂ６１３

管路の更新率 (更新された管路延長/管路延長)×100 0.97 0.54 0.58 （％）

管路の更生率 (更生された管路延長/管路延長)×100 0 0 0 （％）

系統間の原水融通率 (原水融通能力/全浄水施設能力)×100 0 0 0 （％）

浄水施設の耐震化率
(耐震対策の施された浄水施設能力/
全浄水施設能力)×100

3.0 3.0 3.0 （％）

浄水施設の主要構造物
耐震化率

[(沈殿・ろ過を有する施設の耐震化浄水施設
能力+ろ過のみ施設の耐震化浄水施設能力)/
全浄水施設能力]×100

0 0 3.9 （％）

ポンプ所の耐震化率
(耐震対策の施されてたポンプ所能力/耐震化
対象ポンプ所能力)×100

30.0 29.1 29.1 （％）

配水池の耐震化率
(耐震対策の施された配水池有効容量/
配水池有効容量)×100

85.4 89.4 93.4 （％）

管路の耐震管率 (耐震管延長/管路延長)×100 28.1 29.0 29.5 （％）

基幹管路の耐震管率
(基幹管路のうち耐震管延長/基幹管路延長)
×100

35.4 36.7 36.7 （％）

基幹管路の耐震適合率
(基幹管路のうち耐震適合性のある管路延長/
基幹管路延長)×100

35.4 36.7 36.7 （％）

重要給水施設
配水管路の耐震管率

(重要給水施設配水管路のうち耐震管延長/
重要給水施設配水管路延長)×100

29.0 29.4 31.1 （％）

重要給水施設
配水管路の耐震適合率

(重要給水施設配水管路のうち耐震適合性の
ある管路延長/重要給水施設配水管路延長)×
100

29.0 29.4 31.1 （％）

停電時配水量確保率
(全施設停電時に確保できる配水能力/
一日平均配水量)×100

97.3 97.3 97.4 （％）

薬品備蓄日数
(平均凝集剤貯蔵量/凝集剤一日平均使用量)
又は(平均塩素剤貯蔵量/塩素剤一日平均使用
量)のうち、小さい方の値

23.7 25.2 25.1 （日）

燃料備蓄日数 平均燃料貯蔵量/一日燃料使用量 10.0 10.0 0.6 （日）

応急給水施設密度 応急給水施設数/(現在給水面積/100) 2.1 2.1 2.1 
（箇所/100 

km2）

給水車保有度 給水車数/(現在給水人口/1,000) 0.011 0.011 0.011 （台/1,000 人）

車載用の
給水タンク保有度

車載用給水タンクの容量/(給水人口/1,000) 0.044 0.045 0.045 
（m3/1,000 

人）

施設整備

事故
災害対策



分類 区分 番号

Ｃ１０１

Ｃ１０２

Ｃ１０３

Ｃ１０４

Ｃ１０５

Ｃ１０６

Ｃ１０７

Ｃ１０８

Ｃ１０９

Ｃ１１０

Ｃ１１１

Ｃ１１２

Ｃ１１３

Ｃ１１４

Ｃ１１５

Ｃ１１６

Ｃ１１７

目標Ｃ　　健全な事業運営に関する指標

指標名 定義 令和2年度 令和３年度 令和４年度 単位

営業収支比率
⁄ [(営業収益− 受託工事収益) 

　(営業費用− 受託工事費) ]× 100
87.0 101.6 99.6 （％）

経常収支比率
[(営業収益＋営業外収益)/
　(営業費用＋営業外費用)]×100

110.3 111.7 109.8 （％）

総収支比率 (総収益/総費用)×100 110.7 112.6 109.6 （％）

累積欠損金比率
[累積欠損金/(営業収益－受託工事収益)]
×100

0 0 0 （％）

繰入金比率（収益的収
入分）

(損益勘定繰入金/収益的収入)×100 1.7 0.8 0.7 （％）

繰入金比率（資本的収
入分）

(資本勘定繰入金/資本的収入計)×100 12.3 22.0 14.9 （％）

職員一人当たり給水収
益

給水収益/損益勘定所属職員数 41,634 48,734 49,577 （千円/人）

給水収益に対する
職員給与費の割合

(職員給与費/給水収益)×100 14.1 11.8 12.1 （％）

給水収益に対する
企業債利息の割合

(企業債利息/給水収益)×100 7.3 5.7 5.3 （％）

給水収益に対する
減価償却費の割合

(減価償却費/給水収益)×100 61.7 52.4 52.2 （％）

給水収益に対する建設改
良のための企業債償還元

金の割合

(建設改良のための企業債償還元金/
　給水収益)×100

35.1 30.5 31.1 （％）

給水収益に対する
企業債残高の割合

(企業債残高/給水収益)×100 474.5 391.6 386.8 （％）

料金回収率 (供給単価/給水原価)×100 91.8 108.3 107.0 （％）

供給単価 給水収益/年間有収水量 153.6 180.6 180.8 （円/m3）

給水原価
[経常費用− (受託工事費+ 材料及び不要品売

⁄却原価+ 附帯事業費+ 長期前受金戻入)]   年
間有収水量

167.3 166.7 168.9 （円/m3）

１か月10 m
3
当たり

家庭用料金
1 か月10m3当たり家庭用料金 1,656 1,656 1,656 （円）

１か月20 m
3
当たり

家庭用料金
1 か月20m3当たり家庭用料金 3,328 3,328 3,328 （円）

財務 健全経営
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流動比率 (流動資産/流動負債)×100 150.1 156.8 173.6 （％）

自己資本構成比率
[(資本金+剰余金+評価差額等+繰延収益)/
負債・資本合計  ]× 100

62.1 63.1 64.4 （％）

固定比率
 [固定資産/(資本金+剰余金+評価差額+
繰延収益)]× 100

149.8 145.8 143.7 （％）

企業債償還元金対
減価償却費比率

[建設改良のための企業債償還元金/(当年度
減価償却費-長期前受金戻入)]×100

78.2 79.4 82.2 （％）

固定資産回転率
(営業収益－受託工事収益)/[(期首固定資産
＋期末固定資産)/2]

0.08 0.09 0.09 （回）

固定資産使用効率 年間配水量/有形固定資産 6.0 5.9 6.0 （m3/万円）

職員一人当たり有収水
量

年間総有収水量 / 損益勘定所属職員数 271,000 270,000 274,000 （m3/人）

料金請求誤り割合 誤料金請求件数 / (料金請求件数/1,000) 0.13 0.11 0.15 （件/1,000 件）

料金収納率 ⁄(料金納入額 調定額) × 100 97.2 98.0 97.5 （％）

給水停止割合 給水停止件数 / (給水件数/1,000) 16.2 14.8 11.9 （件/1,000 件）

水道技術に関する
資格取得度

職員が取得している水道技術に関する資格数 
/ 全職員数

2.40 2.31 2.20 （件/人）

外部研修時間
(職員が外部研修を受けた時間×受講人数) 
 / 全職員数

4.5 5.5 6.2 （時間/人）

内部研修時間
(職員が内部研修を受けた時間×受講人数)
/ 全職員数

0 0 0 （時間/人）

技術職員率 (技術職員数 / 全職員数) × 100 73.3 72.4 73.3 （％）

水道業務平均経験年数 職員の水道業務経験年数 / 全職員数 13.6 13.2 13.1 （年/人）

国際協力派遣者数 Σ（国際協力派遣者数 × 滞在日数) 0 0 0 （人・日）

国際協力受入者数 Σ（国際協力受入者数 × 滞在日数） 0 0 0 （人・日）

検針委託率
(委託した水道メーター数 / 水道メーター
 設置数) × 100

100.0 100.0 100.0 （％）

浄水場第三者委託率
(第三者委託した浄水場の浄水施設能力 /
全浄水施設能力) × 100

0 0 0 （％）

業務委託

組織・
　人材

人材育成
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広報誌による
情報の提供度

広報誌などの配布部数 / 給水件数 10.9 7.5 6.6 （部/件）

インターネットによる
情報の提供度

ウェブページへの掲載回数 19 29 16 （回）

水道施設見学者割合 見学者数 / (現在給水人口/1,000) 1.9 5.2 3.8 （人/1,000 人）

モニタ割合 モニタ人数 /  (現在給水人口/1,000) 0 0 0 （人/1,000 人）

アンケート情報収集割合
アンケート回答人数 /  (現在給水人口

/1,000)
0.00 0.00 0.00 （人/1,000 人）

直接飲用率
(直接飲用回答数 / アンケート回答数) × 

100
0.0 0.0 0.0 （％）

水道サービスに対する
苦情対応割合

水道サービス苦情対応件数 / (給水件数
/1,000)

0.05 0.23 0.03 （件/1,000 件）

水質に対する
苦情対応割合

水質苦情対応件数 /  (給水件数/1,000) 0.00 0.00 0.00 （件/1,000 件）

水道料金に対する
苦情対応割合

水道料金苦情対応件数 / (給水件数/1,000) 0.46 0.79 0.58 （件/1,000 件）

情報提供

意見集約

お客様
との

コミュニ
ケ―ショ

ン


